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はじめに

2020年4月
北九州高速鉄道株式会社
代表取締役社長 斉藤 淳

北九州モノレールは、市民にとって重要な公共交通機関としての使命を果たす
ため、安全・正確・快適な運行を堅持し、２０２０年１月に開業３５周年を迎え
ました。

沿線の人口減少や少子高齢化に伴う、厳しい経営状況となる中、全社一丸と
なって収入増、コスト減に取り組み、２期連続での経常黒字を計上しています。
加えて、お客さまサービスの向上にも積極的に取り組み、より快適にご乗車いた
だく機会を提供することで、信頼されるモノレールを目指して参りました。

今後の当社を取り巻く環境は、更なる沿線の人口減少や高齢化による乗車人員
の減少、車両・変電所等諸設備の老朽化による設備更新など、より厳しい状況に
なることが予測されます。これらの諸課題に備え、将来にわたって確固たる経営
基盤づくりを行うため、新たな中期経営計画（2020-2024）を策定いたしました。

この計画を確実に実行することにより、今後も公共交通機関としての使命、役
割を果たし、地域とともに安定的かつ持続的に発展する企業を目指して参ります。
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⒈ 新中期経営計画の策定にあたって

１） 「中期経営計画 2015-2019」 の振り返り
① 「中期経営計画2015-2019」策定の経緯
② 「中期経営計画2015-2019」の取り組み及び結果

1985

2005

2010

2015

2020

２） 現状認識
① 沿線人口の状況
② 設備投資資金計画
③ 人財の確保

開業

ﾚｲﾝﾎﾞｰ
ﾌﾟﾗﾝ

ﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
2019
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１） 「中期経営計画 2015-2019」 の振り返り

１９８５年の開業時は、１日当り約６５，０００人の利用を見込んでいたが、実際はその半
分にも満たず、過大な設備の保有に伴う減価償却費や建設資金の返済等が経営を圧迫
し、開業から１４期連続で単年度赤字を計上した。

１９９８年の延伸区間開業により、単年度黒字を計上したものの、累積損失等は解消さ
れず、２００５年度に策定した「経営改善計画（以下、「レインボープラン」という）」により、
減資と債務の株式化（ＤＥＳ）、コスト削減や増収施策に取り組み、累積損失と債務超過
状態を解消した。

その後、２０１１年度に経営改善委員会を開催し、「新・経営改善計画」を策定したが、こ
の計画は実行されず、この間、４期連続の単年度赤字を計上した。

以上の経営状況に鑑み、２０１４年度に外部有識者による経営改善委員会を開催した。
その中で、当時の状況から各種の増収及び経費削減施策を実行しても、２０１９年度に期
末現預金残高がマイナスに転じ、その後の回復も見込めないことが判明したため、短期
間で実効性のある施策は、運賃改定（値上げ）に限られるとの結論がなされた。

これを受け、収支改善施策の推進及び経営基盤の強化を図るため、２０１５年度に「中
期経営計画２０１５－２０１９ （以下、「ライジング２０１９」という） 」を策定した。

① 「中期経営計画2015-2019」策定の経緯
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１） 「中期経営計画 2015-2019」 の振り返り

ライジング２０１９の実施にあたり、以下の中計経営目標を立て、目標達成に向けてのストー
リーを全社で共有し、マネジメントの改善を図りながら取り組んだ。

〇輸送の安全と定時運行の確保
設備及び人に起因する輸送障害を最小限とすべく、設備更新計画に基づく設備更新及び
適切な設備の維持管理、社員の安全意識の醸成等に取り組んだ。

〇お客様の満足度向上
ＩＣカード（モノスゴカ）の導入や顧客ニーズを反映したダイヤ改正の他、定期的に顧客満足
度調査を実施し、接遇力の向上等に取り組んだ。

〇旅客需要の確保
沿線の自治会や企業・大学等との連携を強化し、駅周辺環境の整備の他、新たな需要を喚
起するため、イベントの強化やインバウンド対応等に取り組んだ。

〇黒字体質への転換
２０１５年のＩＣカード導入に併せ、運賃改定（１０円値上げ）を実施した。また、ダイヤ改正に
伴い保有車両１編成を削減し経費削減に努めたほか、電気料金や最低賃金の上昇など
の外的要因に対しても、施工方法の見直しや業務改善により節減に努めた。

以上のとおり、経営基盤の強化に取り組んだ結果、計画時の見込みより早期の2017年に
黒字化を達成した。

② -1 「中期経営計画2015-2019」の取り組み及び結果
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１） 「中期経営計画 2015-2019」 の振り返り

② -2  「中期経営計画2015-2019」の取り組み及び結果
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⒈ 新中期経営計画の策定にあたって
1985
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2015
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開業
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ﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
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２） 現状認識

「中期経営計画 2020-2024」の策定にあたり、当社を取り巻く現状は
以下のとおりである。

8



沿線人口動向と乗車人員の予測

国勢調査や国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人口」等に基づき、
２０１０年-２０４０年比で約２０％（年平均１％）減少すると予測されている。（下記「北九州市の将来
推計人口」参照）

一方で、北九州モノレールの推計利用者において、各統計機関が北九州市と同等の手法から
将来推計人口及び推計利用者を予測したところ、「駅勢圏の人口推移に基づく券種別、駅別乗降
客数推計」（出典：（株）日本統計センター）では、２０１９年以降年０．９％減少する結果となった。

また、「人口あたり定期券利用率に基づく定期券利用者の将来推計」（出典：（公財）九州経済調
査協会）では、２０１５年-２０４５年比で約３０％（年平均１．０％）減少する結果となった。

２） 現状認識
① -1  沿線人口の状況

北九州市の将来推計人口 北九州モノレール沿線人口推移

出典：北九州市の現状
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北九州市コンパクトシティ施策等による沿線活性化の可能性

北九州市の基本構想・基本計画によるコンパクトシティ形成に向けた取り組みにより、北九州市立
地適正化計画及び北九州市地域公共交通網形成計画で、モノレール沿線が都市機能誘導区域、
居住誘導区域に指定されている。

２） 現状認識

【公共交通の利便性の向上と利用促進】
超高齢社会における市民の移動手段の確保と、地球環境への配慮
という観点から、市民、企業、交通事業者、行政が一体となって、か
しこくマイカーを利用しながら公共交通の利用促進を図ります。
市内全域で、事業者の協力を得ながら、利用しやすい路線・ダイヤの
提供や交通結節機能の強化、総合的な公共交通情報の提供、公共
交通ネットワークの充実などを進めます。
拠点地区相互及び「街なか」では、頻度や定時性などのサービス水
準の高い主軸交通とそれを補完するバス等の利便性の向上に加え、
徒歩や自転車で気軽に公共交通施設へ行けるようにバリアフリー化
の推進や駐輪機能の充実などを進めます。
周辺市街地においては、パーク＆ライドの推進などを図り、主要な拠
点まで１回程度の乗り継ぎで移動が可能であるような対応を進めると
ともに、市街地臨海部では、乗合い送迎バスの運行や相乗り通勤な
ど、過度にマイカーに頼らなくてよい交通手段が確保されるような取り
組みを進めます。
郊外部など公共交通サービス水準の低い地域では、地域の実情に応
じた交通手段の確保に向けた取り組みを進めます。

～北九州市の基本構想・基本計画より抜粋～

① -2  沿線人口の状況
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・設備更新計画は、2003年7月の外部有識者による、「モノレール中期投資計画技術委員会」において、2021年ま
での年次設備更新計画（中期投資計画スケジュール）を定めた。
・以後、更新計画を逐次見直し進めてきたが、一部着手できていない状況にある。
・「中期経営計画 2020-2024」の期間中は、大規模更新工事は発生しない。ただし、車両及び駅務機器の更新を
行う場合には、計画終了の翌年度より大規模更新工事の発生が見込まれることから、大規模更新工事の着手が
継続的な会社経営の生命線となる。

2019 2020  2021   2022  2023   2024   2025  2026  2027  2028   2029  2030   2031  2032  2033   2034  2035  2036  2037  2038

単位：百万円

今後の主な設備更新計画の概要（２０１９年度～２０３８年度）
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２） 現状認識

② 設備投資資金計画



③ 人財の確保

２） 現状認識

〇　正社員の年齢構成

年　齢 ～20歳 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 合計

人　数 3名 - 3名 2名 6名 17名 19名 7名 5名 62名

構成比 4.8% 0.0% 4.8% 3.2% 9.7% 27.4% 30.6% 11.3% 8.1%

〇 運転系（乗務員及び指令員）の年齢構成

年　齢 21～25歳 26～30歳 31～35歳 36～40歳 41～45歳 46～50歳 51～55歳 56～60歳 61～65歳 合計

人　数 - - 1名 5名 3名 9名 2名 2名 8名 30名

構成比 0.0% 0.0% 3.3% 16.7% 10.0% 30.0% 6.7% 6.7% 26.7%

乗務員高齢化(出向・嘱託社員)

採用抑制による中核人財不足（約23％） 今後10年で定年退職 (約20％)

「安全・正確・快適」な北九州モノレールの運行を支える人財が不足しているため、計画
的な採用及び人財育成を行う必要がある。

■ 中核人財の不足及び有資格者
の確保困難により、技術継承の
停滞等が生じる

■ 乗務員不足により、列車運行の
定時性及び安全性に支障が生
じる

■ 社員の高齢化、採用抑制の影響等により将
来を担う中核人財が不足している

■ ＪＲ関係からの出向受入れにより、乗務員を
確保していたが、現在その供給が停止して
おり、既存出向社員の退職も迫っている

■ 外部からの乗務員有資格者（甲種電気車運
転免許保持者）の獲得も困難な状況にある

社員の年齢構成、人財確保の状況 想定される影響
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⒉ 「中期経営計画 2020-2024」

１） 基本方針
① 基本方針
② 基本方針に基づく本計画の考え方

２） 重点施策
① 重点施策
② プロジェクト

３） 活動目標と方策

４） 経営数値目標

1985

2005

2010

2015

2020

開業

ﾚｲﾝﾎﾞｰ
ﾌﾟﾗﾝ

ﾗｲｼﾞﾝｸﾞ
2019
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１） 基本方針

ビジョン

ミッション
モノレール事業者として、「安全」「正確」「快適」な運行を維持し

続けます。 それによって地域を元気にします。

① 市民から信頼される「安全・正確・快適」なモノレール

～ お客さまの時間価値、空間価値向上による満足度向上 ～

② 住みたい沿線、乗りたいモノレール

～ 「日本一住みよい街」北九州市の「一番住みたい」沿線 ～

③ 将来にわたって確固たる経営基盤づくり

～ 無くてはならない市民の足として、持続的なサービスの提供 ～

中期経営計画「2020-2024」の基本方針

街にあなたに豊かな時間と空間を

① 基本方針
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② 基本方針に基づく本計画の考え方

北九州市環境首都総合交通戦略に基づき、持続可能なまちづくりに求められる
公共交通としての使命を果たし、人と環境に優しい公共交通の維持確保に努める。

＜計画の前提＞
・沿線人口が年平均約１％減の推定であることから、計画策定の前提としては、

年１％の乗車人員減を見込む。
但し、北九州市と施策を共有した沿線活性化策により、実行ベースで、乗車
人員減を極力食い止める。

・安全・正確運行確保のため、車両や駅務機器等の更新を設備更新計画に
基づき進める。
設備更新を進めるうえで、資金調達、新技術導入等、本中期経営計画計期間
中に北九州市と方策協議を行う。

・設備更新・維持コストの増に備えるとともに、計画的な人財の確保を織り込んだ
収支構造の改善を進める。

１） 基本方針
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２） 重点施策

16

沿線人口の減少、車両等の大規模設備更新を見越して適切に対応す
るため、下記の重点施策及びプロジェクトに取り組む。

①（重点施策）
・輸送の安全と定時運行の確保

車両・設備・施設の信頼性の向上、訓練の強化によるヒューマンエラーの撲滅

・お客さま満足度の向上
お客さま視点での質の高いサービスの提供

・乗車人員並びに収入増
地域と一体となった取り組みによる沿線及びモノレールの活性化

・コスト管理の徹底
更新費、維持費の技術検討による削減

・人財の確保と育成
プロフェッショナル人財の確保と育成

②（プロジェクト）
・車両更新へ向けての準備（技術課題、資金計画）



３） 活動目標と方策

項目 目標値 方策 方策管理項目

輸送の安全
と定時運行
の確保

重大事故ゼロ

５分以上遅延ゼロ
（自責）

ドア事故・苦情の撲滅 ドア事故起因の遅延件数

ヒューマンエラーの撲滅 ﾋｭｰﾏﾝｴﾗｰ起因の遅延件数

車両・設備起因遅延ゼロ 車両・設備起因の遅延件数

ヒヤリハット報告の推進 ヒヤリハット件数

お客さま
満足度向上

CS調査満足度
80％

駅務員接客力向上 接客度評価点

乗務員スキルアップ 運行に関する苦情件数

５S活動の推進 ５Ｓ評価点

乗車人員
並びに
収入増施策

乗車人員
別紙１

休日乗車人員の増 休日乗車人員前年比

連携・営業施策の実行
別紙2

連携・営業計画の実行率

運輸関連収入
FY2019比3%増

広告収入の増加 広告収入額

＜結果目標＞

17

①（重点施策）



３） 活動目標と方策

項目 目標値 方策 方策管理項目

車両更新へ向
けての準備

2024年度までに

資金スキーム・仕
様確定

資金計画の策定 別紙4

仕様の検討
（含む付帯設備） 別紙5

＜ベース活動＞

項目 目標値 方策 方策管理項目

コスト管理の徹
底

営業費用
営業収入内で
各年度設定

維持・修繕費予算内 維持・修繕費額

人件費計画内
採用計画 別紙3

人件費額

改善の推進 提案件数

人財の育成 育成体系の確立 教育計画の策定と実施 計画実施率

お客さまマナー
の改善

（仮）お客様ｱﾝｹｰﾄ 課題の抽出と対策
（安全、お客様ｻｰﾋﾞｽ）

計画実施率

18

②（プロジェクト）



34,204 34,430 33,894 33,555 33,219 32,887 32,558 

0
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見込

← 中期経営計画 →

実績

単位：人

乗車人員計画
１日平均乗車人員の推移

・北九州市の将来推計人口は、国勢調査や国立社会保障・人口問題研究所の「日本の地域別将来推計人
口」等に基づき、2010年-2040年比で約20％減少すると予測されている。
・北九州モノレールの乗車人員推計について、各統計機関が北九州市と同等の手法から予測したところ、
年平均1.0％減少する結果となった。
・2019年度検討委員会では、最も厳しい値である年平均1.0% 減少を採用し、中期5か年計画においても、同
様に乗車人員を年平均1.0％減少すると推計している。

別紙 １
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中計予測（１日平均）



街の活性化による乗車人員増、収入増
別紙 2-1
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項目 内容

駅及び駅周辺整備
（ｴｷﾏﾁ化）

各駅とも特徴を活かした活性化を進めるが、
旦過駅 (再開発との連携、ｲﾝﾊﾞｳﾝﾄﾞ・観光)

香春口三萩野駅 (交通乗換相互案内等連携機能充実）

徳力公団前駅 (URとの連携)

徳力嵐山口駅 (観光拠点) の4駅を重点とする。

他交通機関・
手段との連携

西鉄バス （共通乗車券、沿線に乗継拠点の整備）

パーク＆ライド （他駅展開、ｶｰｼｪｱ）

タクシー （ﾗｽﾄ１ﾏｲﾙのｻｰﾋﾞｽ）

自転車 （駐輪場整備とそれに合わせた放置自転車対策）

沿線事業体との
連携

UR （土地・駅舎活用による各交通機関・手段連携等）

JRA （ﾀｲｱｯﾌﾟｲﾍﾞﾝﾄ強化等）

ﾐｸﾆｽﾀｼﾞｱﾑ、市民球場、ﾒﾃﾞｨｱﾄﾞｰﾑ（ｲﾍﾞﾝﾄ連携等）

他、商業施設・団体、沿線大手企業、文化事業などの連携を継続・
新規ともに強化していく。

沿線学校との連携 北九州市立大 （沿線地域活性化、地域人づくり）

北九州高専 （技術課題の共同解決）

西日本工業大 （交通結節点機能強化）

新たに沿線を中心とした高校と連携を開始。
小倉商業、小倉南、北九州等

21

別紙 2-2
街の活性化による乗車人員増、収入増



今後１０年の採用計画（正社員）

4 1 1 1 2 2 3 1 1 2

年度 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029

1 3 1 2 7 4

 ・2025年度の大量退職に伴う補充の平準化を考慮し歪な年齢構成の解消を図りたい。

 ・乗務員定数２２名のうち正社員は６名で、１６名の退職補充については嘱託採用による補充を見込んでいる。

 ・正社員の予定外退職や、乗務員の嘱託採用補充が実現しない場合は、別途北九州市と協議し正社員追加採用を検討する。

退職

18名

←　　次期中期経営計画期間　　→採用

「技術継承」及び「有資格者の安定確保」のための採用計画

18名

別紙 3
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・車両基地の公共的活用方
法の検討

・運営資金を割り込む年へ
の短期融資

・減価償却費増大への対応
（変電所、車両等）

・固定資産の圧縮に伴う税
制特例措置

現金残高不足に対する他施策について
新中計期間中に北九州市と検討を行う

・新中計期間中人員維持
・運賃値上げの検討

・国、北九州市、他
（総額の1/3～2/3を補助金で

賄えるよう、要望活動等を実施）

補助金

乗車人員・収入増施策

自社でｷｬｯｼｭを
極力積み上げる

積極的な
補助金獲得に
向けた調整

ﾒｲﾝｽｷｰﾑ

車両更新 資金調達について

＜車両更新＞ 2026年～2037年で９編成（１編成４両）更新を計画。総額約９５億円。
ただし、９編成全てを更新するには、当社単独では資金調達が難しい。
運賃値上げを含めた増収策の検討と積極的な補助金獲得を進めていく。
編成数についても、９編成が最良だが、新中計期間中に綿密に検討を重ねたい。

（新中計期間中に北九州市と調整を開始したい）

検討例

23

別紙 4



開発コスト等から現行仕様での検討を原則としつつ、維持費用や将来投資を
含めたトータルコストでメリットがあることを前提に、新技術導入について可否を
検討していく。

新車両仕様検討に当たって

導入技術 導入内容・増加コスト 減少コスト その他メリット

自動運転

（但し、桁上を走る
モノレールの性格上
１名乗車は必要）

・CBTC導入

（地上設備との無線
通信による制御）

・運行管理システム更新
（現計画の変更）

・ATC廃止
・ループ線廃止
・トランスポンダ廃止

・乗務員不足の緩和
・ダイヤの柔軟性

バッテリー併用

（一部区間ﾊﾞｯﾃﾘｰ）
例）旦過ー小倉間

・バッテリー搭載
（但し現状では、重さ・
大きさが課題）

・制御システム

・旦過変電所廃止
（要詳細検討）

・架線廃止（一部）

・緊急停電時、最寄り
駅まで走行可能

・省エネ
・環境補助金獲得

可能性

技術検証（実現性、信頼性）、中長期視点でのメリット比較、運用課題、導入時期・期間等の
検討を進める。 尚、効果最大化のため、車体は現行を改造しての一斉更新も視野に入れる。

別紙 5
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  科  目

1,351 1,358 1,328 1,315 1,302 1,289 1,276 

776 786 777 769 761 753 745 

2,127 2,144 2,105 2,084 2,063 2,042 2,021 

128 128 133 133 133 133 133 

56 59 60 60 60 60 60 

17 17 17 17 17 17 17 

201 204 210 210 210 210 210 

2,328 2,348 2,315 2,294 2,273 2,252 2,231 

688 726 693 705 711 696 700 

351 322 308 310 331 333 319 

81 114 83 100 100 100 100

116 110 116 116 116 116 116 

240 247 305 305 305 305 305 

0 0 0 0 0 0 0 

152 144 141 140 140 140 140

674 669 650 647 547 521 550 

2,302 2,332 2,296 2,323 2,250 2,211 2,230 

26 16 19 ▲29 23 41 1 

77 48 44 44 44 44 44

77 48 44 44 44 44 44 

12 11 11 12 12 12 12 

91 53 52 3 55 73 33 

56 0 0 0 0 0 0 

66 1 36 34 29 45 53

81 51 16 ▲31 26 28 ▲20 

20 16 15 5 10 10 5

61 35 1 ▲36 16 18 ▲25 

2019 20242023202220212020

税引前当期純利益

法人税等

当期純利益

受託工事事務費他

営業外収益

経常利益

特別利益 （補助金）

特別損失(固定資産除却損)

営業外費用

修繕費

取替修繕費

運輸収入

運輸雑収

広告料

構内営業料

雑入

定期外運賃

定期運賃

年 度  
2018

営業費

営業利益

動力費

売上高

人件費

その他経費

リース料

諸税

減価償却費

決算見込 ← 中期経営計画 →実績

単位：百万円

計画

４） 経営数値目標 （損益）
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2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024

81 51 16 ▲31 26 28 ▲20 

674 669 650 647 547 521 550 

27 25 25 25 25 25 25 

▲4 ▲12 0 ▲4 ▲8 0 0 

66 1 36 34 29 45 53 

▲18 ▲20 ▲16 ▲15 ▲5 ▲10 ▲10 

826 714 711 656 614 609 598 

▲365 0 ▲250 ▲354 ▲250 ▲660 ▲717 

▲46 ▲23 ▲48 ▲18 ▲27 ▲28 ▲52 

▲411 ▲23 ▲298 ▲372 ▲277 ▲688 ▲769 

▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 

▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 ▲76 

前期未払金 ▲655 ▲644 ▲400 ▲400 ▲400 ▲400 ▲400 

次期未払金 644 400 400 400 400 400 400 

その他 ▲108 ▲108 ▲108 ▲108 ▲108 ▲108 ▲108 

現預金増減額 220 263 229 100 153 ▲263 ▲355 

2,482 2,745 2,974 3,074 3,227 2,964 2,609 

営業活動キャッシュフロー

投資活動キャッシュフロー

財務活動キャッシュフロー

期末現預金残高

　設備更新費

　建設改良費

　借入金償還額

　未払法人税等

科　目
年 度

　税引前当期損益

　減価償却費

　退職給付引当金増加額

　退職金取崩額

　特別損失（固定資産除却費）

単位：百万円
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４） 経営数値目標 （資金）

← 中期経営計画 →実績 計画決算見込


